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はじめに 
 
 

 

 県教育委員会では、「今後の県立高校の在り方検討委員会」（肥後功一会長）からの提言

「2020 年代の県立高校の将来像について」（平成 30 年３月）を受けて、平成 31 年２月「県

立高校魅力化ビジョン」を策定し、向こう 10 年間の県立高校における教育の基本的な方向

性と、前半５年間の具体的な取組を示した。 

 

 

 前半の期間では、県教育委員会において各県立高校に期待される社会的役割等をスクー

ル・ミッションとして再定義し、全ての県立高校においてはグランドデザインを策定すると

ともに、高校魅力化コンソーシアムを設置し、高校と地域との協働体制を構築した。 

加えて、総合選抜の導入などの入学者選抜制度の改善による生徒の主体的な高校の選択を

実現した。 

さらに、教職員の働き方改革について、「教職員の働き方改革プラン」を策定し、令和元

年度から令和３年度までの３年間を重点期間として取組を進めてきた。 

 

 

 「後半５年間の具体的な取組」については、前半の成果と課題を振り返り、取組を次の段

階に進めるべきもの、引き続き取り組むべきもの、さらには、教育環境や社会のニーズの変

化を踏まえ、追加・改正していくものなどを整理・検討した。 

 この検討に当たっては、上位計画である「第２期島根創生計画」や「島根県教育大綱」、

「しまね教育振興ビジョン」との整合性を踏まえるとともに、それらの計画期間とあわせ、

令和７年度から令和 11 年度までの向こう５年間の具体的な取組とした。 

 なお、章立ては「県立高校魅力化ビジョン」を引き継ぐこととしたが、方向性については

教育行政を取り巻く環境の変化やこれまでの成果、達成状況等を反映させたものとなってい

る。 
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第１章 「生きる力」を育む魅力ある高校と地域づくりの推進 

－地域に根ざした小さな高校が魁けた大きな教育効果を全県に広げ、 

全国に誇れる島根らしい魅力ある高校づくりを進める－  
 

島根県では、これまで、中山間地域・離島の小さな高校を中心に高校魅力化プロジェクト 

を推進し、地域と連携・協働した教育活動に取り組み、その結果、高校や地域の活性化、生

徒による地域の魅力の再発見、主体的に学習に向かう姿勢の醸成など、様々な効果が生み出

されてきた。 

 

このような取組の成果をベースにし、高校と地域とが連携・協働しながら島根らしい魅力

ある高校づくりを引き続き進めていく。 

 

 

１ 学校と地域の協働体制の充実 

 

＜方向性＞ 

「生きる力」は、学校だけで育まれるものではなく、多様な人々との関わりや様々な経験

を重ねていく中で育まれるものであり、地域とのつながりや信頼できる大人との関わりを通

して、子どもたちは心豊かにたくましく成長していくことができる。一方、地域は、子ども

の成長を軸に、学校と連携・協働し学び合うことにより、大人の活躍の場も創出し、活力を

生み出すことができる。 

 

前半期間の取組により、生徒にどのように育ってほしいのか、何を実現していくのかとい

う目標やビジョンを、地域の住民や市町村、小・中学校、大学、社会教育機関、地元企業等

と高校とが主体的・創造的な対話を行いながら協働で策定し、地域と一体となって生徒を育

み、魅力ある学校・地域づくりに取り組む協働体制（以下「高校魅力化コンソーシアム※１」

という。）が全ての高校に構築され、併せて学校運営協議会※２も設置されている。 

 

 

※１ 高校魅力化コンソーシアム 

学校と地域で設置する共同組織体。学校運営協議会での協議内容等を踏まえながら、各校で策定したグランドデ

ザインの実現に向けて、また学校と地域との協働による魅力ある地域づくりに向けて、学校地域連携活動を実施す

るための協議を行い、実際の活動につなげていく。 

※２ 学校運営協議会  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 47条の６に規定された、「当該学校の運営及び当該運営への必要な

支援に関して協議する機関」。役割は、校長が作成する学校運営の基本方針（グランドデザイン）の承認、学校運営

に関して教育委員会又は校長への意見具申、教職員の任用について教育委員会への意見具申、学校関係者評価の実

施がある。 
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この高校魅力化コンソーシアムの取組は、地域で担い手が不足している行事やボランティ

ア活動への生徒の参加につながるなど、地方創生・地域活性化の観点からも重要なものとな

っている。 

 

今後も、学校運営協議会での協議内容等を踏まえながら、高校魅力化コンソーシアムの取

組が、より良い教育活動の展開とより良い地域を創ることにつながるよう、その活動の充実

を図っていく。また、高校魅力化コンソーシアムの持続可能な運営が図られるよう、経営的

機能の強化について研究していく。 

 

＜具体的な取組（R7～R11）＞ 

⑴ 学校と地域との協働の推進 

○ 学校運営協議会で承認された学校運営方針を実現するために、高校魅力化コンソー

シアムがＰＤＣＡサイクルを回しながら、充実した取組を行うことができるよう支援

する。 

○ 地域での実体験や多様な人々との交流など社会とつながる学びを通じて、自ら課題

を発見し解決に向かう人材を育成するため、高校・地域の特色を生かした高校魅力化

コンソーシアムの取組を支援する。 

 

⑵ 高校魅力化コンソーシアムの持続可能な運営 

○ 高校魅力化コンソーシアムの経営的機能を強化し、運営が持続可能なものとなるよ

う、社会資源の確保・活用等の事例を収集し、法人化を含めた体制の在り方について

研究する。 

 

⑶ 卒業生とのつながりづくり 

○ 卒業後も母校や高校時代を過ごした地域と関わりたいと思う卒業生がつながりを持

ち続けることができるよう、探究学習や進路学習等において高校や地域と関わる機会

を提供するなど、つながりづくりを進める。 
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２ 地域資源を活用した特色ある教育課程の推進 

 

＜方向性＞ 

学習指導要領では「どのように学ぶか」が特に重視されており、その具体的な在り方とし

て「主体的・対話的で深い学び」が求められている。そのためには、学んでいることと社会

とのつながりを意識しながら教科等横断的、探究的に学びを深めることができるよう、教育

課程において地域資源を有効に活用する工夫が重要である。 

 

島根県には各地域に豊かな自然、歴史・伝統、文化、産業があり、生徒を温かく支え育て

ようとする地域社会が今なお残っている。県内の小・中学校ではこうした地域資源を活用し

た教材が作成され、ふるさと教育が進められてきた。また、高校においては、ふるさと教育

の学びを土台として、地域課題解決型学習を推進する中で、各校の特色を生かした教材の開

発や指導方法の研究を進めてきた。 

 

これにより、各高校において、地域の課題に限らず、実社会・実生活の事象や社会課題な

どの中から、生徒が自身の在り方生き方と関連付けながら、自らにとって価値ある課題を主

体的に発見し、地域の素材や学習環境を積極的に活用して、探究的な学びを深める姿も見ら

れるようになってきている。 

 

このような学びを通じて、生徒は、ふるさとへの愛着や誇りだけでなく、将来実社会で生

きるために必要な力を身に付け、この力が、将来どこでどのように発揮されるのかイメージ

をもつことは、どこにいようとも、自分の住んでいる地域に暮らす人々と関わりをもって、

地域社会に貢献する意欲や力につながるものである。 

 

「興味のあるこのテーマについて、もっと深く取り組みたい」、「この課題を解決するには

どうすればよいのだろうか」といった関心や疑問から、多様な立場の人々と対話しながら情

報を収集、整理分析し、考えを広げ、深めていくといった探究的に学ぶ取組を、地域住民、

地元企業や大学等と連携しながら行っていく。 

 

また、地域住民や地元企業などと学校とをつなぐ人材（以下「コーディネーター」という。）

の役割は、「総合的な探究の時間」等の探究学習の質の担保やさらなる向上を図る上で、重

要なものとなっており、市町村や関係機関と連携し人材の確保・育成を図っていく。 
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＜具体的な取組（R7～R11）＞ 

⑴ 各高校における探究的な学びの推進 

○ 「総合的な探究の時間」等の探究学習において、次に挙げる内容をはじめ各高校の特

色を生かした取組を推進する。 

 ・ 地域課題や身近な社会問題の発見・解決を目指した学び 

 ・ 自らの興味・関心領域をさらに深める学び 

 ・ 自らのキャリア形成に生かすことができる学び 

○ 基礎的な知識・技能を活用したより発展的な学びや教科等横断的な学び、「学び方を

学ぶ」ための取組など、「総合的な探究の時間」等の探究学習と教科学習とのつながり

を意識した探究的な学びを推進する。 

○ 総合型選抜、学校推薦型選抜枠の拡大などの大学入試改革やこれからの産業人材に

求められる力なども見据えながら、生徒自らが自己の在り方生き方や進路とのつなが

りを見出せる探究的な学びを推進する。 

○ 小・中学校におけるふるさと教育との有機的なつながりを含め、行政機関、企業・団

体など地域の関係機関と連携・協働して探究的な学びを推進する。 

○ 大学等研究機関、他地域との連携・協働による学びの機会や県内外の高校とつなが

り、高校生同士が学びを共有する機会を、オンライン等を活用して確保する。 

○ 主幹教諭や探究学習推進担当者などを中心とした「総合的な探究の時間」等の探究

学習に係る校内指導体制の充実を図る。 

 

⑵ 探究的な学びの更なる普及・充実に向けた支援 

○「総合的な探究の時間ガイドブック」などの指導資料等を活用した効果的な指導方法

の研究や教材の開発を支援する。 

○ しまね探究フェスタ等の研究成果発表会の充実など、学びの成果を他校や地域など

へ発表・共有する場を設定する。 

○ 実践研究指定校などの先駆的な取組の成果を広く普及する。 

 

⑶ 各高校におけるキャリア教育の更なる充実 

○ 学ぶことと自己の将来や社会とのつながりを見通しながら、主体的に自己の在り方

生き方を決定していく力を育むことができるような探究的な学びを推進する。 

○ 就業体験活動（インターンシップ）や大学等の学びの先にある社会への理解を深め

るアカデミックインターンシップ、職業人との対話など生徒の実態を踏まえた多様な

体験学習の充実を図る。 

○ 「キャリア・パスポート」の活用などを通して、生徒が学校、家庭及び地域における

学びを見通したり振り返ったりしながら自己のキャリア形成に生かそうとする態度

を育てるとともに、生徒に関わる大人が生徒理解を深め、生徒のキャリア形成の支援

の充実を図る。 

 



- 6 - 
 

⑷ 高大連携の更なる推進 

○ 大学での学びについて理解を深め、大学進学への進路選択の幅を拡げるため、県内

大学との連携を推進する。 

○ 探究心や学びに向かう力の育成を図るため、大学と協働して高校の探究的な学びの

充実を図る。 

○ 県内大学各学部の学びについて、生徒の理解・関心を深める機会を県内大学と連携

して創出するため、県内大学のキャンパスが所在する松江、出雲、石見の各エリアに

高大連携推進員を配置する。 

〇 高校における探究的な学びの成果が充分に評価され、大学での学びへ効果的に接続

できるよう、連携の在り方について、県内大学と検討する。 

 

⑸ 地域資源を活用した教育活動に関わる各主体間の役割最適化 

○ 地域資源を活用した教育活動を進めるにあたり、教職員のほか、地域住民、コーディ

ネーター等の教育活動に関わる多様な立場の人材が、求められる役割を理解し、より

良く協働するため、それぞれの役割の整理及び明確化を行う。 

 

⑹ コーディネート人材※３の確保・育成 

○ 島根大学との連携による社会教育主事講習の内容検討など大学や市町村等との連

携・協働を図る。 

○ 社会教育士養成講座受講者等への求人情報の提供やコーディネート人材への研修の

実施など人材の確保・育成に向けた取組を行うとともに、ネットワーク化することで、

人材間の有機的な結びつきを促進する。 

○ コーディネーターを安定的に確保・育成するため、配置・育成の在り方や処遇の改善

に向けた方策、国への働きかけなどの手法を検討する。 

○ 小・中学校と地域や市町村・企業・大学等と高校の連携に関する事例及び協働体制の

運営や社会資源の確保などのモデルとなる事例を収集し、情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３ コーディネート人材 

高校魅力化コーディネーターやコンソーシアム運営マネージャーなど、関係者をつなぎ、調整し、協働を促進す

る役割を担う人材のこと。 
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３ 多様な学びの保障 

 

＜方向性＞ 

一人ひとりの進路実現に向け、学習内容を確実に身に付ける観点から、これまで、各高校

では希望する進路に応じた科目選択、習熟度別学習や補習、専門学科における少人数実習な

どに取り組んできた。Society5.0※４時代の到来と言われるほど産業構造や社会システムは

急激に変化してきており、生徒の能力・適性、興味・関心、進路希望等は多様化しているた

め、生徒一人ひとりの能力や個性を最大限引き出し、これからの社会に必要となる資質・能

力を育むという観点から、生徒の多様性を尊重しつつ、個に応じた教育に引き続き取り組ん

でいくことが重要である。 

 

また、中山間地域・離島の小規模校においては、教職員が一人ひとりの生徒に目が行き届

き、きめ細かな指導を行うことができるといった特長がある一方で、「公立高等学校の適正

配置及び教職員定数の標準等に関する法律」により、各教科・科目等の教員を十分に確保で

きず、多様な科目開設に制限があるとともに、部活動の指導者確保が難しいなどの課題があ

る。 

 

このような状況に対して、多様な学びを保障するための対応を進めていく。 

 

＜具体的な取組（R7～R11）＞ 

⑴ 各高校における生徒が主体となる授業デザインを目指した授業改善の推進 

○ 粘り強い取組を行おうとする力や自らの学習を調整しようとする力といった「学び

に向かう力」の育成を通して、「自律的な学習者」を育むことを目指し、知識伝達に偏

った一斉講義型の授業から、生徒一人ひとりの主体的な学びを支援する授業への転換

を図るなど、生徒主体の授業づくりを推進する。 

○ 小・中学校や学校外の教育諸機関との連携や一人一台端末の活用などを通じて、授

業における学習内容について家庭学習を含む学校外学習に結び付けるための取組を

推進する。 

 

 

 

 

 

※４ Society5.0 

狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新

たな社会を指すもので、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会 
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○ 「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実※５を図るため、ＡＩ型学習

アプリ、クラウド環境を使った協働学習アプリ等を、場面に応じて適切に活用する。 

 

⑵ 教員の指導力向上に向けた取組の推進 

○ 協調学習をはじめ様々な教育手法の授業実践研究を行う取組の継続を通した教員の

指導力向上を図る。 

○ ベテラン教員から若手教員への教科指導技術の伝達を目的とした非常勤講師任用を

継続的に検討する。 

 

⑶ これからの社会を生きるための資質・能力の育成に向けた教育の充実 

○ 理数系・デジタル系人材育成に向けて、これまでの取組の継続的な検証と改善を行

うとともに、ＤＸハイスクール※６など先駆的な取組の成果を広く普及する。 

○ 国際性を備えた人材の育成に向けて、英語ディベートや短期を含めた海外留学の促

進などこれまでの取組の継続的な検証と改善を行うとともに、海外先進校への教員の

短期派遣や国際バカロレア（ＩＢ）※７認定校など国内の先駆的な事例研究を通して、

海外大学等への進学促進を見据えた教員の指導力向上を図る。 

○ 各高校において、短期を含めた国外からの留学生や帰国・外国人生徒の受入れ体制

の充実を図る。 

○ 各高校において、海外を含む研修旅行における他校の高校生・大学生等との交流や

県内外の高等学校への単年留学の促進に向けた取組により、生徒の多様な越境体験の

機会を創出する。 

 

 

 

 

 

※５ 「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実 

「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働

的な学びの実現～（答申）」（令和３年１月 26 日中央教育審議会、「令和３年答申」と言われる）の中で、ＩＣＴを

最大限活用しながら、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく育成する「個別最適な学び」と、子どもたちの

多様な個性を最大限に生かす「協働的な学び」の一体的な充実を図ることが求められるとされた。 

※６ ＤＸハイスクール  

    参考資料 61 ページに掲載 

※７ 国際バカロレア（ＩＢ） 

国際バカロレア（ＩＢ、International Baccalaureate）はスイスで開発された教育プログラムであり、多様な文

化の理解と尊重の精神を通じて、より良い、より平和な世界を築くことに貢献する、探究心、知識、思いやりに富

んだ若者の育成を目的とした世界標準の教育プログラムとして発達した。ＰＹＰ（３～12 歳）、ＭＹＰ（11～16 歳）、

ＤＰ（16～19 歳）、ＣＰ（16～19歳の職業教育）の４つのプログラムがあり、通常日本の高校２・３年で履修する

ＤＰ（Diploma Programme）の日本国内での認定校数は 69 校（令和６年６月現在）となっている。 
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⑷ 小規模校等における多様な学びの保障に向けた取組の推進 

○ 中山間地域・離島の高校へ多様な科目開設のための教員加配を継続的に検討する。 

○ 教員配置が困難な教科・科目における特別免許状の交付による任用・配置、特別非常 

勤講師の任用・配置を継続的に検討する。 

○ 多様な科目開設やよりきめ細かな習熟度別指導の実現を目指し、配信拠点センター

からの遠隔授業※８など先駆的な取組を行い、その成果の共有と普及を図る。 

 

⑸ 地域における学びの場づくり 

○ 学校外の場における多様な活動から学ぶ機会を提供するため、子どもたちが主体的

に、公民館などを中心とした地域活動に参画し、地域とつながる取組を支援する。 

 

⑹ 部活動の充実 

〇 部活動指導員、地域連携指導員、地域指導者などの地域人材を活用する学校を支援

する。 

〇 地域人材の幅広な確保及び段階的な養成を推進する。 

〇 各学校において、生徒数減少等の実情を踏まえ、生徒の活動の機会が損なわれるこ

とがないよう、合同部活動等の取組を推進する。 

〇 各学校において、学校の指導体制や地域の協力体制等に応じて、競技力や技能等の

向上、大会やコンクール等で好成績を収めること以外にも、気軽に友達と楽しめる、

適度な頻度で行える等、生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる環境づ

くりに努める。 

〇 運動部活動においては、令和 12 年に島根県で開催が予定されている国民スポーツ大

会に向けて、競技ごとに「島根かみあり国スポ強化指定校」を指定し、競技力の向上

の取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※８ 遠隔授業 

平成 27年４月の制度改正により、高校段階において、先進的な内容の学校設定科目や相当免許状を有する教師が

少ない科目の開設、小規模校等における幅広い選択科目の開設等、生徒の多様な科目選択を可能とすること等によ

り、生徒の学習機会の充実を図ることを目的として、受信側に当該教科の免許状を持った教員がいなくても、同時

双方向型の遠隔授業を正規の授業として行うことが可能となった。 
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４ 「学びの成果」の捉え方・示し方の開発と、学校評価の改善 

 

＜方向性＞ 

一人ひとりの学びの成果の捉え方については、「知識・技能」「思考・判断・表現」「主体

的に学習に取り組む態度」の３つの観点ごとに生徒の学習状況を分析し、生徒が身に付けた

幅広い資質・能力を多面的に評価していくことが求められている。県教育委員会では、各高

校におけるこれまでの実践を踏まえ、様々な先進的手法を取り入れながら、どのような資質・

能力を、どのような手法や指標で捉え示すか等の調査研究を引き続き進める。また、その知

見を各高校における生徒の学習評価や高校入学者選抜の評価方法の改善にも活用していく。 

 

また、各高校は、教育活動等の成果を検証し、生徒がよりよい高校生活を送ることができ

るよう、学校運営の改善と発展を目指すための取組として学校評価を行っている。「目指す

学校像」を踏まえ、高校魅力化コンソーシアムや学校運営協議会における深い対話により、

地域社会に開かれた学校評価を行う。 

 

あわせて、全ての高校において実施する高校魅力化の取組の評価について、効果的な活用

の促進を図る。 

 

＜具体的な取組（R7～R11）＞ 

⑴ 各高校における観点別学習状況の評価を通じた指導方法の改善、生徒の学習意欲の向

上 

○ 「主体的に学習に取り組む態度」の評価手法に係る継続的な研究など、生徒の幅広い

資質や能力を評価する手法の開発を行う。 

○ 生徒の学習意欲の向上や学習習慣の定着を図るための形成的評価※９に基づいた指導

の在り方について継続的な研究と実践に取り組む。 

 

 

 

※９ 形成的評価 

教育活動の途中に行う評価のことを指し、机間指導における主に観察による評価や、数時間のまとまりごとにペ

ーパーテストやワークシート等で行う評価が含まれる。この評価では、生徒の学習活動が当初の目的を達成しつつ

あるのか、どのような点で軌道修正が必要であるのかについての情報を指導の途中で入手することが必要となり、

そこには生徒がどの内容についてどこまで目標を実現しているのか、どこでつまずいているのかの情報も含まれる。 

なお、生徒の学習評価は、大きく診断的評価、形成的評価、総括的評価の３つに区別され、診断的評価とは、学

年初めや単元の指導に入る前に、その学年やその単元の内容を習得するのに必要な資質・能力を生徒が身に付けて

いるかどうかをテストなどによって診断する評価（事前評価）のことを指し、総括的評価とは、ある一定期間の学

習が終了したあと、生徒の目標の実現状況を総括的に明らかにする評価（通知表や生徒指導要録の評定などに用い

る評価）のことを指す。 




